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１．問題と目的 

筆者の今までの中学校勤務における生徒指導担当・主任，

学級担任としての経験から、生徒・保護者・教職員間におけ

る信頼関係の重要性を強く感じた。実際に、生徒・保護者・

教職員間での理解不足から好ましい人間関係・信頼関係が築

けず、互いが苦しんでいるという場面を目にしてきた。 

その要因は様々であるが、教職員側の課題として、生徒理

解の不十分さが大きく影響していると感じる。その結果、適

切でない指導・支援になり、徒労感が強くなり意欲低下、排

除傾向と悪循環につながっているのではないかと考える。ま

た、そのような悪循環のスパイラルに入ってしまうと、二次

的障害を引き起こしたり、生徒・保護者が学校への不信感を

持ってしまったりするという問題につながってしまう。この

ような問題の背景には、社会の激しい変化によって個々の価

値観が多様化していることや、子供を取り巻く環境が大きく

変化していることがあげられ、大人による生徒一人一人の実

態を正確に把握しきれていないことが考えられる。 

また、生徒自身が抱えている課題の背景には、生まれなが

らの気質や発達障害が関係している事が顕著にうかがえる。

後述するが（３-（２）学校現場の移り変わり）、学校現場

ではその可能性が指摘され、生徒に必要な適切な指導と支援

が叫ばれている。その結果、発達障害への理解も深まりつつ

あるがまだ十分であるとは言い切れない。さらに、知識を実

践につなげることに課題があると考える。 

このような様々な課題が複雑に絡み合い、学校現場では多

くの問題が起きている。そこで、本研究を進めることで、教

職員の特別支援教育への理解をより一層深め、日常の教育活

動の中に特別支援教育を根付かせ、生徒理解への手掛かりと

することを目指したい。それは、教育に最も必要と考える信

頼関係の構築につながり、ひいては生徒の学力向上や保護者

の協力体制、教職員の多忙感の解消へとつながるのではない

だろうか。併せて、特別支援教育の視点を持った教育活動の

日常化を目指すことは、川越市教育員会が掲げる「共に育ち 

共に学ぶために 学ぼう 分かり合おう」を実現できるものに

なると考えている。 

 

２．生徒指導からみた特別支援教育 

筆者のキャリアである生徒指導という切り口から特別支

援教育の考え方を生かし、後手に回る生徒指導ではなく、お

互いに人間理解を深めることによって先手の生徒指導へと

つなげていくなど、教職員の在り方、すなわち専門性の向上

について研究することで、よりよい人間関係・信頼関係の構

築へとつながると考え本研究題目を設定した。さらに、先に

も出した「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育シス

ム構築のための特別支援教育の推進」や平成２６年に批准し

た「障害者の権利に関する条約」にもあるように、障害のあ

る者とない者が共に学ぶ仕組みが求められている。 

生徒指導に関する基本書としては、昭和４０年３月に文部

省から出された「生徒指導の手引き」（中・高に１５万部配

布）や、昭和５６年１０月に出された「生徒指導の手引（改

訂版）」があげられる。そして、平成２２年３月に示された

生徒指導提要がある。生徒指導提要まえがきでは、「小学校

段階から高等学校段階までの生徒指導の理論・考え方や実際

の指導方法等について、時代の変化に即して網羅的にまと

め、生徒指導の実践に際し教員間や学校間で教職員の共通理

解を図り、組織的・体系的な生徒指導の取組を進めることが

できるよう、生徒指導に関する学校・教員向けの基本書」と

してまとめられている。 

 この中で注目したのは、第３章と第６章において発達障害

に関して、近年の取組の状況を反映し、その理解と支援の在

り方について述べられている。具体的に、第３章では第１節

「１ 生徒指導における児童生徒理解の重要性」や第２節「２ 

発達障害の理解」が示されており、本研究の必要性が感じら

れた。また、第６章でもⅡ第１節において「１ 問題行動に

ついての理解」や「２ 問題行動の早期発見」、第２節では

「１ 個々の児童生徒が抱える障害特性の把握」が示されて

いる。その後の節にも暴力行為やいじめ、不登校等に関して

の具体的な問題行動・不適応行動に対して示されているが、

いずれにせよ行動の背景にある環境等へのアプローチが求

められている。また、要所にみられるコラムには、「児童生

徒の問題行動の心理環境的背景にあるもの」や「育てる（発

達促進的・開発的）教育相談という考え方」など、児童生徒

理解の重要性を示唆するものもある。つまり、初期対応や組

織的対応も、児童生徒理解をより正確にできるかどうかがと

ても重要になってくると考える。また、発達障害という一次

的障害から二次的障害へとつながることを未然に防ぐこと

にもつながっている。このように生徒指導提要の中でも、生

徒指導と特別支援教育の視点を取り入れていく有用性が示

されている。 

 



 

３．特殊教育から特別支援教育へ 

（１）歴史的背景 

 平成１９年に特別支援教育が学校教育法に位置付けられ

てから、各学校現場において、特別支援教育推進の動きが大

きくみられるようになった。平成１９年の文部科学省の通知

を見てみると、「特別支援教育は、障害のある幼児児童生徒

の自立や社会参加に向けた主体的な取組を支援するという

視点に立ち、幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズを把握

し、その持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克

服するため、適切な指導及び必要な支援を行うものである。

また、特別支援教育は、これまでの特殊教育の対象の障害だ

けでなく、知的な遅れのない発達障害も含めて、特別な支援

を必要とする幼児児童生徒が在籍する全ての学校において

実施されるものである。」という特別支援教育の理念が示さ

れている。同時に、特別支援教育の推進についても必要な取

組が６つ示されている。具体的には、(１)特別支援教育に関

する校内委員会の設置、(２)実態把握、(３)特別支援教育コ

ーディネーターの指名、(４)関係機関との連携を図った「個

別の特別支援計画」の策定と活用、(５)「個別の支援計画」

の作成、(６)教員の専門性の向上、である。 

平成２４年７月の中央教育審議会初等中等教育分科会報

告「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構

築のための特別支援教育の推進（報告）概要」においても、

５つの項目が示されている。５つ目の項目には、「5．特別

支援教育を充実させるための教職員の専門性向上等」があげ

られている。 

本研究では、(６)の教員の専門性の向上や「５．特別支援

教育を充実させるための教職員の専門性向上等」を、通常学

校・学級の教職員を対象にして、特別支援教育の理解から実

践につなげることを目指し、人材育成の取組についてその可

能性を探っていく。 

（２）学校現場の移り変わり 

平成１９年の文部科学省からの通知以降、各学校における

支援体制の整備状況は進んでいるという状況が【図１】のよ

うに報告されている。しかし、平成２４年には、公立小中学

校の通常の学級に在籍している発達障害の可能性のある特

別な支援を必要とする児童生徒の割合は６．５％とされる調

査結果も示された。（文部科学省、２０１２）しかし、同調

査の中には「各学校として、校内委員会を効果的に機能させ

るなど、特別支援教育に関する校内体制を一層工夫し改善す

る必要がある。」とあるように、機能面での課題が示されて

いる。つまり、特別支援教育は特別支援学校・学級に限らず、

通常の学校でも必要であることが認められながらも、各学校

現場において、その定着においては課題が山積していること

が読み取れる。その要因として、教職員の多忙化（多忙感）

や教職員の年齢構成の二極化などがあげられている。その他

にも、通級指導教室等の設備面の問題や通級や支援籍（東京：

副籍、横浜：副学籍）への理解の未定着などの問題も考えら

れる。これらに関して伊藤・柘植ら（２０１５）は、通級指

導教室は発達障害のある子どもへの教育的資源として重要

な役割を果たして言える反面、文部科学省調査にある６．

５％の児童生徒の中における利用率はわずか６．７％とも報

告している。その後、日本では平成２６年には障害者の権利

に関する条約が批准され、第２４条において「学問的及び社

会的な発達を最大にする環境において、完全な包容という目

標に合致する効果的で個別化された支援措置がとられるこ

と」と示され、一人一人の教育的ニーズに合理的配慮や基礎

的環境整備を行い最大限の教育効果を発揮していかなくて

はならないことが強調された。このように、着実に法的・組

織的な整備は徐々に整ってきている。しかし、実際に各学校

で、インクルーシブ教育システムの構築がなされ、特別支援

教育が実践の場で生かされているのかと考えると、まだ取り

組めることがあるのではないだろうか。 

次項では、特別支援教育の視点を学校教育に取り入れるこ

とで、学校が抱えている課題を解消してきた先進校の事例を

３つ示す。そこから様々な取組が示唆することを読み取り、

所属校に合わせた効果的な取組の在り方を探る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図１】 

国公私立計・幼小中校・項目別実施率―全国集計グラフ（平成19～25年度） 

 

４．先進校の実践 

（１）A市立B中学校 

 

《特色》 

・通常学級とも、ノーマライゼーションとインクルー 

シブ教育の精神・理念で交流を図り、共に教育活動 

の推進が図れる学校づくり 

・特別支援学級と通級指導教室の活用 

 

 B中学校校長は、ノーマライゼーションとインクルーシブ

教育の精神・理念を推進し、中学校 HP上でもその内容を明

確に示している。学校では、通常の学級の生徒と特別支援学

級の生徒がごく自然に交流しており、特別支援学級の生徒の

中にはほとんどの教科を通常の学級で受けている生徒もい

る。校長は、「特別支援学級の子どもたちから学ぶことで、

通常の学級の子どもの心が育つ」と話している。その交流の

仕掛けとして、子どもたちの関わりを充実させるために、特

別支援学級の担任も朝の教職員打ち合わせ時には、各学年の

打ち合わせに入り、情報交換を行っている。また、通常の学



 

級の生徒に対し、１年次に発達障害についての理解教育を行

っている。他にも通級指導教室担当教員は、「盛んな交流で

生徒同士の人間理解が深まれば、心のゆとりができ、穏やか

な行動へとつながる」と話している。そのために、埼玉県教

育総合センターが提案している「ほんとうのわたしを見つけ

てVer.2（認知・行動評価表）」の活用と、校内リソースの

活用が大切と話している。このように管理職がリーダーシッ

プをとり、その理念が学校へ定着し、全教職員の実践につな

がっていくことにより、とても穏やかな雰囲気の学校が作り

上げられていた。 

（２）C市立D中学校 

 

《特色》 

・生徒指導困難校において特別支援教育の視点を取り 

  入れた学校運営 

・生徒の心に寄りそった関わり方 

・組織における特別支援教育コーディネーターの活用 

 

D中学校は、特別支援教育コーディネーターを中心として

連携が図られていた。通常の学級における特別支援教育の視

点を取り入れた具体的な取組としては、「朝の取り出し学習」

や「特別支援学級の弾力的運用」、「ステップルームの取組」、

などがあげられる。 

「朝の取り出し学習」では、生徒の希望に合わせて効果的

な時間となるように、朝読書の時間を活用し、学習ルーム（机

が5つほど置ける学習スペース）にて個別の支援を行うもの

である。取り出しとして学習ルームを使用する場合は、その

必要性の検討をし、本人・保護者へ提案を行い、生徒の希望

に合わせて組織的に取り組んでいる。学習ルームは、落ち着

いて学習をしたい生徒や気持ちを落ち着かせたい生徒に向

けて昼休みは開放されていた。「ステップルームの取組」は、

様々な事情により集団で学習することが困難な生徒に対し

て学習ができる場を全学年とも確保している。ステップルー

ムの位置づけは、さわやか相談室から教室への途中のステッ

プとし、相談室とは別の学習スペース（取り出し学習の学習

ルームとは別の場所）を用意することで、相談室は相談する

場所としてのすみわけをしている。このように、特別支援教

育の視点を取り入れ、特別支援教育コーディネーターを中心

とした組織的な取組によって、通常の学級において学習や行

動面で困難を抱える生徒に対しての支援が行われることで、

学校全体が落ち着いてきている。 

（３）E市立F中学校 

 

《特色》 

 ・管理職によるリーダーシップと高い専門性を持つ特 

別支援教育コーディネーター 

 ・聴覚障害児への合理的配慮 

 

F中学校校長は、特別支援教育の充実を目指し、特別支援

学級が設置された年度の職員会議において、「特別支援学級

は全教員で支えていく」という考えのもと、特別支援教育の

視点を深めることをねらいとして特別支援学級設置方針に

ついて明確に示している。そして、特別支援教育の充実を目

指す目的として、「特別支援教育は生徒理解であることから、

通常の学級の生徒にとっても意義のあるものになる」、特別

支援教育の視点を取り入れることで、一人の子どもを様々な

側面からとらえることができ、適切な指導・支援に結び付け

ることができるとしている。特別支援教育コーディネーター

は、通級指導教室担当教員が務め、特別支援学級の弾力的運

用の調整役を務めているなど、校内組織の連携強化において

力を発揮している。 

 また、学校の取組の１つに「要約筆記」があげらる。この

取組は、聴覚障害を有する生徒への合理的配慮として始めら

れた取組である。具体的には、儀式や朝会などの集会活動に

おいてJRC委員会（JRC:Junior Red Cross：青少年赤十字）

の生徒による要約筆記を行っている。この取組によって、聴

覚障害のある生徒は当然ながら、他の生徒についても、聞き

取りにくかった言葉の確認や文字を見ることでの意味の把

握などにも効果を示している。また、障害者への理解促進に

つながるなど複数の教育的効果につながっている。 

 ４）各校の取組から 

 特別支援教育の視点を取り入れた取組は、障害のある生徒

のみならず、通常学級の中で困難を示す（あるいは示せずう

ちに抱えてしまっている）配慮を要する生徒への大きな支援

となっていることが示された。 

 

５．１年目の研究を終えて 

 これまでの学びから、従来の生徒指導に加えて特別支援教

育の視点を取り入れた生徒指導が重要であることが明確に

なった。筆者が考える特別支援教育の視点を取り入れた生徒

指導を概念化し、図２に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図２】筆者が考える特別支援教育の視点を取り入れた組織的な生徒指導 

二次的障害 

一次的障害 

従来の生徒指導 

従来の生徒指導 
特別支援教育の視点を取り

入れた組織的な生徒指導 

二次的障害 

一次的障害 

  

生徒A  生徒B 

生徒B 生徒A 



 

ここで大切なことは、組織的な取組としてどのように実践に

つなげるかということである。そこで、次項では、次年度に

向けての取組を示す。 

 

６．２年目の研究に向けて 

（１）研究目的 

教職員の特別支援教育への理解をより一層深めながら日

常の教育活動とリンクさせていくことで、生徒理解を深める

ためのアプローチの幅を広げ、その共有化を目指す。結果と

して、組織的な指導と支援がなされ、生徒・保護者・教職員

間の信頼関係の構築につなげることを目的とする。 

（２）対象 

全教職員 約４０名 

（３）期間 

 平成３０年４月～平成３１年３月 

（４）方略と仮説 

１）「短時間研修」 

《仮説１》 

生徒理解を実践へつなげるため、生徒の抱えている課題や

背景、いつ・だれが・どのように該当生徒を支援するのかを

明確にした「生徒理解・支援シート【図７・８】」の作成・

運用を目指す。これにより、生徒指導がより組織的な支援と

指導になると考える。 

 「生徒理解・支援シート」の活用にあたり、職員会議前に

１０分間程度の研修時間を設ける。「生徒理解・支援シート」

を用いたケース会議（グループワーク）を行っていく。研修

当初の目的は、生徒理解を深め、適切な指導と支援について

意見を出し合うことで教職員同士のコミュニケーション能

力の向上と、「生徒理解・支援シート」に慣れていくという

２つがある。次のステップとして、実際に指導・支援で難し

さを感じている生徒についてのグループワークを行い、実践

につなげていく。これは、実際に対応する教職員へのサポー

トとなるだけでなく、教職員の共通理解・共通行動につなが

る。また指導・支援内容を段階的に提案することができれば、

教職員のキャリアや個々の性格による取組の温度差が出な

いようにすることができると考える。 

２）「研修ファイルの活用」 

《仮説２》 

「生徒理解・支援シート」を活用したグループワークから

出た生徒理解を深めるための意見など短時間研修での内容

や、夏季校内研修を通して学び合った適切で望ましい指導・

支援内容を整理し、記録に残すために「研修ファイル」を用

意・配付する。 

「研修ファイル」には、各研修で配付された資料を閉じこ

んでいく。資料には研修の取組や内容と合わせて、研修を行

った教職員の感想や実践につながったときの具体的な事例、

特別支援教育コーディネーターからの意見やアドバイスを

載せていく。 

この取り組みを通して、教職員の知識の整理と指導法の定

着、個々の職員の指導力の向上を目的としている。 

７．２年目の研究 

（１）所属校の現状と中学校の文化 

所属校の生徒は、落ち着いた雰囲気の中、日々、学校生活

を送ることができている。また、教職員も熱心で変化の激し

い社会をたくましく生き抜く生徒の育成を目指し、校長の示

す「七五三（１年次は７割の支援、２年次は５割の支援、３

年次は３割の支援、卒業後は支援に頼らず自立できる生徒の

育成）」を意識し、教育活動にあたっている。また、特別支

援教育の視点からみても、毎年行われている研修等によりそ

の必要性について理解が深まりつつある。しかしながら、所

属校においても生徒同士、生徒と教職員、教職員と保護者の

間で理解不足によるトラブルや、不登校生徒等の問題などが

ないとは言えない。その背景として、教職員の入れ替わりや

若手教職員の増加等の理由が推察され、研修で深めた理解が

個々の生徒の実態把握につながらず、組織的な支援・指導と

なりにくいという課題につながっていると考える。さらに、

研修を行う時間を新たに確保することも難しい現状がある。

また、家庭環境においても、考え方や価値観の多様化から家

庭教育にも大きな差が生じているのではないだろうか。 

今述べた課題は、所属校特有のものでなく、多くの中学校

が抱えている課題でもあると捉えている。加えて、中学校で

は生徒指導の文化が定着しているが、これだけでは苦しい現

状も見られる。また、生徒指導は、まずは学級担任、学年で

問題解決にあたるため、小さいと考えられた学年内の問題が

生徒指導部会や教育相談部会等で報告されないことにより、

全教職員で共通行動がとれないこともある。このようなこと

からも、多様性へ対応していくためには、教職員が一人一人

の生徒理解を深めるとともに、組織的な指導・支援が図られ

なくてはならないことがうかがえる。 

（２）仮説の再設定 

 ２年目の研究においては、１年目の研究成果と所属校の現

状を踏まえ、前項６で述べた２つの仮説のうち《仮説１》を

設定し直し、実践した。具体的には、短時間研修を２つの方

法で実施することでそれぞれの研修の目的を明確化した。

《仮説１－１》では、職員会議と合わせて行う研修を「短時

間研修Ⅰ」とし、目的を「生徒理解の深化・共有、特別支援

教育の視点の向上」とした。また、《仮説１－２》では、学

年会と合わせて行う研修を「短時間研修Ⅱ」とし、「共通理

解に基づく組織的な指導・支援」を目的として、それぞれ具

体的実践につなげていく。【図３】 

このように目的を明確化した２つの取り組みに分けるこ

とで、《仮説１》で述べた期待できる成果がより高まると考

える。《仮説１》において活用の準備を進めてきた「生徒理

解・支援シート」は、「短時間研修Ⅱ」で活用した。 

なお、《仮説２》に関しては、より「見える化」を図りな

がら、前述６に立てた計画によって進めることとした。また、

【図２】にある「特別支援の視点を取り入れた組織的な生徒

指導」の実現に向け、２年目の研究の実践イメージを【図４】

に示している。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図３】仮説１－１、１－２の実践イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 …個々の職員 ，  …個々の生徒 

・    「生徒理解の深化・共有、特別支援教育の視 

点の向上」（研修Ⅰ） 

・       「共通理解に基づく組織的な指導・支 

援」（研修Ⅱ） 

 

【図４】２年目の研究のイメージ図 

 

（３）実践 

《仮説１－１》「短時間研修Ⅰ」の実践 

 所属校の校内研修は過去４年間、「学力向上」に視点をお

いて実践を積み重ねてきた。その結果、生徒の自主的な活動

をいかに引き出すかがポイントとなることが見えてきた。

そこで、５年目という節目において、校内研修テーマを「学

びに向かう力の育成 ～多様性に対応できる学校を目指し

て～」とし、一人一人の生徒理解を深めるため、①継続した

学習指導の工夫と指導力の向上、②安心して取り組む環境

づくり（生徒理解）、③豊かな人間性を育むため新たに教科

化された道徳教育の３つを柱として校内研修を推進し、「短

時間研修Ⅰ」では特別支援教育の視点を取り入れた生徒理

解と、多様化する生徒への対応を学び合うこととした。 

【短時間研修Ⅰの主な実践】 

・4月10日、26日 …生徒理解（各学年の情報共有） 

 各学年の生徒指導担当および教職員の報告から、特別支

援教育の視点が深まりつつあることが確認された。また、特

別支援教育の視点を実践につなげるためにケース会議を学

年会で行うことが有効であると考えた。 

・6月27日 …学力向上 

 教科部会において今までの取り組みを振り返り、多様化

する生徒に対応していくための今後の方策を話し合いまと

めた。さらに、他教科の取り組みを共有することが教職員の

視点を豊かにし、実践力を高めることにつながることが分

かった。 

・9月1日 …教育的価値観の共有化 

「人が育つ」というテーマを、ワールドカフェ形式を活用

し、個々の教職員がイメージする内容を伝え合うことによ

り、生徒の多様化だけでなく、教職員においても様々な視

点、考えがあることを共有することができた。【図５】 

ワールドカフェ形式とは、１９９５年、アニータ・ブラウ

ン氏とデイビット・アイザックス氏によって始められた話

し合いの手法で、参加者同士が４，５人の小グループで話し

合うことでリラックスし、気軽に対話ができるように考案

された話し合い方式である。また、小グループのメンバーを

変えながら話し合いを続けることにより、意見の共有化が

図られる。 

・11月 1日、11月 29日、1月 31日（予定）…進路相談室

の有効活用  

９月１日の研修では、「人が育つ」にあたり大切な要素の

一つとして「環境」があげられた。生徒と教職員がよりよい

環境の中で活動できるよう、教職員から出されたアイディ

アを生かし、進路相談室の有効活用を検討することにした。

新たな教育相談室は、平成３１年４月から新しい機能を備

えての運用が予定され、その機能は検討中である。この研修

でもワールドカフェ形式で話し合いを持ち、教職員の中に、

多様化する生徒をいかに支援していくかという視点で多く

の考えがあることを共有した。その結果をまとめたものが

【図６】である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図５】所属校の教職員が考える「人が育つ」 

職 生 

職員会議 

・ 

生 

生徒全体 

職 
職 生 

職 

《仮説１－１》 

全職員による「生徒の理解深化・共有、特別支援教

育の視点の向上」研修 

《仮説１－２》 

学年職員による「共通理解に基づく組織的な指導・

支援」研修 

実践 

理論 

・ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図６】所属校の職員が考える「生徒と向き合うための環境づくり」 

 

《仮説１－２》「短時間研修Ⅱ」の実践 

「短時間研修Ⅱ」では、「生徒理解・支援シート」を学年

会で活用し、ケース会議を行った。「生徒理解・支援シート」

活用の目的は以下の３つである。 

① 一人一人の生徒へ目を向ける 

② 職員の悩みの抱え込み防止 

③ 実践する方策の検討及び共有化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図７】「生徒理解・支援シート」記入例 

 

【図８】「生徒理解・支援シート」目的と使い方 

 

活用方法は、教職員が生徒の変容に気が付いた時や支援

方法に悩んだ時、印刷された「生徒理解・支援シート」に記

入し、学年会で提案する。学年会では、生徒に関しての情報

交換がスムースに行われ、多面的な生徒理解につながり、共

通理解が図られた。実際に使用した「生徒理解・支援シート」

の記入例と活用にあたっての目的と使い方を【図７・８】に

示す。 

 

【短時間研修Ⅱの主な実践】 

・5月17日…「生徒理解・支援シート」の活用に関する意

見聴取（学年副主任） 

記入項目やレイアウトの検討などが行えたことで、学年

のニーズを把握することができ、より取り組みやすい「生徒

理解・支援シート」を作成することができた。 

・7 月 12 日…「生徒理解・支援シート」を活用した生徒G

に関するケース会議 

・9 月 13 日…「生徒理解・支援シート」を活用した生徒H

に関するケース会議 

・10月 18日…「生徒理解・支援シート」を活用した生徒 I

に関するケース会議 
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・11月15日、12月6日…「生徒理解・支援シート」を使用

せずに行ったケース会議 

 この二日間のケース会議では、【図９】に見られるように

活発に支援策が検討され、効果が大きいと予想されるもの

から組織的な実践を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図９】ケース会議で検討・実践した支援策資料 

 

３）《仮説２》「研修ファイルの活用」の実践 

 5 月 23 日に実施した「短時間研修Ⅰ（校内研修の概要通

知）」の場で、研修ファイルを配布した。研修ファイルは「短

時間研修Ⅰ・Ⅱ」の際に持参を求め、資料の蓄積を大切にし

た。 

 

（４）成果と課題 

《仮説１－１》「短時間研修Ⅰ」における成果と課題 

①成果 

「短時間研修Ⅰ」の実践におけるインタビュー調査から 

・「他の先生方の考え方などを知る良い機会になった。」 

・「自分の中のあたりまえが、他の人（教職員や生徒など）

のあたりまえでないことに気づかされた。それぞれの人や

行動の背景も考えていきたい。」 

・「他の先生方の実践を共有したい。」 

・「このような（特別支援教育の：筆者の加筆、以下（ ）

内は同様）視点での研修をもっと行いたい。」 

・「以前受けた研修の中で体験したワールドカフェは、じっ

くり時間を使ってとやるものだったが、短時間でやる形式

も負担感や気負い感がなく取り組めてよかった。」 

このような意見から、教職員は多様な生徒への対応に必要

性を感じていることや、学ぶ意欲が高いことを改めて実感し

た。特別支援教育の視点の向上を意図した研修は、生徒理解

の深化、共通理解を図ることにあたり有効であった。 

そして、多様化に対応していくために実践力の向上と併せ

て環境の整備も必要であることを教職員で共有することが

できた。前項の実践にあげた進路相談室の有効活用への流れ

は、所属校の実態に合わせて出てきたものであり、共通理解

のもと来年度からの運用が決まったことは一つの成果と言

えるだろう。 

なお、研修終了後に「次の研修内容は何ですか」、「次回

も楽しみにしています」と声をかけてくる教職員の姿もあっ

た。教職員のニーズに合った研修内容を設定することがモチ

ベーションをあげることにつながった。ワールドカフェ形式

での研修で活発に意見を交換する様子からコミュニケーシ

ョン能力の向上にもつながっていると感じた。 

②課題と今後 

進路相談室の有効活用は、当初から計画していたものでは

なかったが、一つの成果として捉えている。しかし、実際は

来年度からの運用となるので、今後進路相談室が持続可能な

形で運用されていくのかが今後の課題である。 

《仮説１－２》「短時間研修Ⅱ」における成果と課題 

①成果 

「短時間研修Ⅱ」の実践におけるインタビュー調査から 

・「このシート（「生徒理解・支援シート」）を活用するこ

とによって生徒の思わぬ一面が見えてきて勉強になった。

これからも随時活用していきたい。」 

・「どうしても目立つ生徒ばかりのことを考えてしまいます

が、９月の研修で出たような生徒（おとなしい生徒で生徒

指導等であがってこない生徒）たちのことも、しっかりと

考え、生徒理解、支援をしていかなければならないと改め

て考えさせられた。」 

・「自分の知らない生徒の顔を共有することができた。学年

内ですきまの時間に小さな問題や課題について話し合え

たのが良かった。」 

・「他の授業における（生徒の）様子の違いが大きく、驚い

た。」 

・「「生徒理解・支援シート」で提案されたことで、改めて

その生徒を見ていなかったことに気づくことができた。」 

これらの意見から、「生徒理解・支援シート」の活用は見

落とされがちな生徒まで視野を広げ、生徒理解を深めるため

に極めて有効であったと捉えている。「短時間研修Ⅱ」の様

子も活発に意見交換が図られ、「生徒理解・支援シート」は

情報共有のスタートとなり、きっかけづくりになっていると

感じた。次の日の職員室でも継続して会話が見られたことで

意識の変容にもつながっていることを確認するに至った。 

なお、「生徒理解・支援シート」を活用したケース会議を

重ねていくことで、教職員の生徒を理解する視点も多面的に

なり、「生徒理解・支援シート」をあえて使用しなくても、

話し合いが深まることを確認することができた。 

②課題と今後 

 本研究では、職員会議と学年会を活用して研修を進めてき

たが、中学校では「学年」という組織以外にも「教科」や「部



 

活動」などの組織がある。今後の課題として、それぞれが所

属する組織において得た情報を全職員でどのように共有し

ていくかが残った。 

また、社会的に業務短縮、効率化が叫ばれている中で、よ

り上手にこのシートを根付かせる方法が課題となる。対策と

して、ICTの活用が急速に進んでいることを受け、「生徒理

解・支援シート」もデータ化することで、教職員のみが共有

できるコミュニティを作成する方法が考えられる。注意しな

ければならないのは、データ化によるICT活用の研修をさら

に必要とする教職員へのフォローも併せて検討していかな

くてはならいことである。 

《仮説１》における成果と課題 

 「短時間研修Ⅰ・Ⅱ」の取り組みから、わずか１０分程度

の研修でも、教職員のニーズを把握することで有効な研修に

することができると分かった。また、「生徒理解・支援シー

ト」を学年会の中で活用したことで、より具体的な事例の研

究ができ、生徒理解の深化、教職員の視野の拡大に有効であ

ることが示せた。しかしながら、１つの学年のみ「短時間研

修Ⅱ」を行うことができ、他の学年で取り組めなかったこと

が課題として残った。 

 さらに、今回の短時間研修を通して、教職員がいかに負担

感や多忙感を感じることなく効果的な研修を行うかという

ことは常に課題であった。短時間研修をさらに質の高い研修

にするために、再考の必要性を感じた。具体的な視点として、

①所属校の生徒（保護者・地域）、教職員の実態を正確に把

握すること。ニーズにあった研修を企画・実施することは負

担感、多忙感の減少につながる。注意点として、年度が変わ

れば生徒も教職員も替わることを意識し、常に目の前の状況

にアンテナを高く情報を集めなくてはならないことである。

②研修部担当を募り、自主、自発的な研修体制を作り上げる

こと。③短時間研修を、全体研修とは別に参加希望制のフリ

ー研修としても行い、さらに教職員の個々のニーズに合わせ

た実践とすることである。この３つは、どれか１つが単独に

成り立つわけではないことを念頭に置き、今後も研究を重ね

ていきたい。 

《仮説２》「研修ファイルの活用」における成果と課題 

① 成果 

研修ファイルを作成・配付することで、教職員は研修内容

を整理、蓄積することができていた。見える化が図られたこ

とで、研修内容を必要な時に振り返ることができ、多様化に

対応する指導の継続等、個々の教職員の指導力の向上につな

がった。 

② 課題と今後 

 ファイルを配付することで見える化された支援データの

蓄積が今後どのようにつかわれていくのか、また、より効果

的にするためにはどうしたらよいかを考えていきたい。この

ファイルシステムを定着させることができれば、教職員のさ

らなる資質能力の向上につながると考える。 

 

 

８．本研究のまとめ 

 ２年間の研究を振り返り、１年目は文献研究・実地研究に

基づいて、筆者が課題と考えている中学校における生徒理解

を深めるための実践の在り方について検討を進めてきた。そ

の中で、生徒指導と特別支援教育を結び付けることは有効で

あるとの考えを改めて認識することができた。２年目は、前

年度検討してきた理論を、実際の現場で実践することがで

き、その結果として生徒指導という歴史の中に、確かに特別

支援教育の視点が根付き始めている実感を得ることができ

た。しかしながら、それが学校文化として定着し、一人一人

の生徒の多様性に十分に対応していくためには、継続して取

り組める実践が必要となることも学んだ。 

時代の流れと共に求められる教育的ニーズは変化してい

く。埼玉大学教職大学院が掲げる「理論と実践の往還」こそ

が、その教育的ニーズに応える方法であり、未来を生きる子

供たちへの最善の教育へとつながるものと確信した。筆者

は、本研究でまた新たに課題を見い出すに至り、この研究を

修了後も続けていく所存である。 
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